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（単位：億円） 

区  分 

平成 21 年度

予  算  額

（Ａ）

平成 22 年度

要求･要望額

（Ｂ）

増 △ 減 額

 

（Ｂ）－（Ａ）

一 般 会 計 ２５１，５６８ ２６４，１３３ １２，５６５

 
年 金 ･医 療 等 

に 係 る 経 費 
２３７，８４８ ２４８，６２４ １０，７７６

義 務 的 経 費 

人 件 費 
５，５９８ ５，５７２ △２６

公共事業関係費

（ 水 道 ） 
６６５ ７２９ ６４

そ の 他 経 費 ７，４５８ ９，２０９ １，７５１

（注１）平成２１年度予算額は、当初予算額である。 
（注２）国立高度専門医療センターの独立行政法人への移行等に伴う経費区分の変更を含んでいる 
   ため、増△減額が概算要求基準と一致しないものがある。 
（注３）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある。 

 

○ 自然増経費について、可能な範囲で効率化に努め、その範囲内で社会保障の充実を図

る。 

○ 年金・医療等に係る経費等特定の経費に関連して、新たな安定財源が確保された場合の

取扱いについては、予算編成過程で検討する。 

○ 予算編成過程で検討 

 １ 新たな年金記録管理体制の確立に係る経費 

 ２ 高齢者医療の円滑運営対策に係る経費    等  
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一般会計 

平平成成２２２２年年度度  厚厚生生労労働働省省予予算算概概算算要要求求総総括括表表 



 

 

 

 

(単位：億円)  

区  分 

平成 21 年度

予  算  額

（Ａ）

平成 22 年度

要求･要望額

（Ｂ）

増 △ 減 額

 

（Ｂ）－（Ａ）

特 別 会 計 ８００，０８０ ８１７，３２０ １７，２４０

労働保険特別会計 ３４，４３８ ４８，５８０ １４，１４２

年 金 特 別 会 計 ７６３，５９１ ７６８，７４０ ５，１４９

国 立 高 度 専 門 

医療ｾﾝﾀｰ特別会計 
１，５４７ ０ △１，５４７

船員保険特別会計 ５０３ ０ △５０３

（注１）平成２１年度予算額は、当初予算額である。 
（注２）特別会計の金額は、それぞれの勘定の歳出額を合計したものである。ただし、労働保険特別会計に

おいては、徴収勘定を除いたものである。 
（注３）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある。 
（注４）特別会計に関する法律（平成１９年法律第２３号）附則第６７条の規定に基づき、国立高度専門医

療センター特別会計は平成２１年度の末日、 船員保険特別会計は日本年金機構法（平成１９年法律第

１０９号）の施行の日の前日までの期間に限り設置することとされている。 
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特別会計 



 

 

 

 

 

     平成２２年度   一般歳出の概算要求基準の考え方 

財 務 省 作 成 資 料
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年金・医療等の経費

２４兆８６００億円
（２３兆７８００億円）

公共事業
関係費

６５０億円
（６７０億円）

その他
義務的経費

３２００億円
（３２００億円）

人件費

２４００億円
（２４００億円）

科
学
技
術
振
興
費

自然増（１兆８００億円）

対前年度
▲３％

前
年
度
予
算

の
水
準

要
望
基
礎
額

「経済危機対応等特別措置」
約３５００億円要

望
額

「要望基礎額」×２５％を加算
約２０００億円

その他経費

７３００億円
（７５００億円）

２６兆２０００億円
（２５兆１６００億円）

※（ ）内は前年度当初予算額
※四捨五入のため合計額は一致しない 平成２２年度要求・要望上限額

２６兆２０００億円
＋

約２０００億円
↓

約２６兆４０００億円

  平成２２年度 厚生労働省所管予算の概算要求基準の全体像 
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Ⅰ．年金・医療等に係る経費 

前年度当初予算額に１兆９００億円（他省庁分１００億円を含む）を加算した額（自然増全額がそのまま認められ、削減はなし） 

※ 自然増経費について、可能な範囲で効率化に努め、その範囲内で社会保障を充実 

※ 年金・医療等に係る経費等特定の経費に関連して、新たな安定財源が確保された場合の取扱いについては、予算編成過程で検討 

Ⅱ．予算配分の重点化促進のための加算 

「経済危機対応等特別措置」（３５００億円の範囲内）として、「基本方針２００９」に規定された「当面の「最優先課題」」、「成長力の強化」、「安心社会の実現」等のうち、

緊急性や政策効果が特に高い施策に対して重点配分 

Ⅲ．予算編成過程における別途検討事項 

○ 新たな年金記録管理体制の確立に係る経費 

○ 高齢者医療の円滑運営対策に係る経費        等 

Ⅳ．その他 

(1) 公共事業関係費 

・ 前年度予算額から▲３％減 

(2) その他経費（Ⅰ及び(1)以外の経費のうち、人件費及び義務的経費を除く経費） 

○ 科学技術振興費 

・ 前年度予算額と同額 

○ その他（国立大学法人運営費、私立学校振興費、防衛関係費を除く） 

・ 前年度予算額から▲３％減 

（3）(1)及び(2)については、25％増の要望額を確保 

  平成２２年度 厚生労働省所管予算に係る概算要求基準 


